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都道府県知事  
各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生省児童家庭局長  

児童福祉施設（児童家庭局所管施設）における  
施設機能強化推進費について  

殿
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各
 
 

厚生省児童家庭局長  

児童福祉施設（児童家庭局所管施設）における  
施設機能強化推進費について  
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改  正  後  

（3） この加  額は、5月に  
のとする。   

ただし、助産施設（第二種助産施設に限る。）に対する支弁月及び認  
定額の算定等については、次の算式に準じて、個々の施設状況により  
決定するものとする。  

認定額＝施設機能強化推進費加算分保護単価  
（10円未満については四捨五入）×その施設の5月初日の定員等  

（保育所の場合は、5月初日の入所人員）   

施設機能強化推進費加算分保護単価（ ／／ ）＝   
施設機能強化推進費÷その施設の5月初日の定員等  

、         －         －  ［  

4 支出対象経費   
・需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、修繕費、食糧費（茶菓）、光   

熱水費、医療材料費）・役務費（通信運搬料。ただし、社会福祉法人会計   
基準を適用する場合には、通信運搬費、広報費、手数料及び損害保険料  

4 （略）  
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 5 対象除外   

デイ・サービス事業及びショート・ステイ事業等別途国庫補助金が交   
付される事業及び都道府県等の単独補助事業を実施している施設につい   
ては同種の事業は対象から除外すること。  

5 （略）  

特   
児  

第3  
1   

第3 特別事業  
1児童養護施設分園型自活訓練事業（以下「分園事業」という。）   
（1）（略）  

設 分園型自活訓練事業（以下「分園型事業」という。）  
（1）事業の内容等   

ア 対象児童  
分園型事業の対象児童は、児童養護施設に入所している児童であ  

って、退所前の一定期間に自立のための個別指導訓練を行うことが、  
効果的であると施設長が認める児童であること。  

施設長は、対象児童を選定したときは、速やかに都道府県知事及  
び関係者に通知すること。   



間
事
 
 

期
知
 
 

る
県
 
 

め
府
 
 

定
道
 
ヾ
ゝ
 
β
 
 

カ
者
 
事
り
 
 

は、都道府県知  
を行い、次によ  
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分園型事業を実施し  
内に都道府県知事へ事  
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業
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す
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が各年度ごとに指定する   

（局）長は、当該年度の4月末  都道府県及び指定都市民生主管  
日までに別添様式2により、この申請及び指定の結果を当局家庭福   
祉課長まで報告すること。  
（ア）当該施設において「最低基準」が遵守されており、かつ、法人  

及び施設運営が適正に行われている場合に限ること。  
（イ）入所率の高い施設を優先すること。なお、4月1日現在の入所  

率は原則として90％を下回らないことが望ましいこと。（ただし、  
極端に低いものは認められないこと）  

（ウ）本体施設の一部を分園とするものは認められないこと。  
（ェ）同一施設において、本事業と地域小規模児童養護施設を同時に  

指定することは認められないこと。  
（オ）指定を受けた施設であっても、やむを得ないと認められる事由  

が無く、年度途中の実績が本要綱の要件を下回る場合は指定を取  
り消すこと。  

ウ 対象児童の居住場所  
指定施設の敷地外の独立家屋又はアパート等とし、通常の生活に   

必要な設備を有すること。  
エ 訓練期間・対象人員  

訓練期間は、退所予定日前のおおむね1年間とし、定員は、認可   
定員のうち6人程度とすること。  

オ 事業の実施及び訓練の内容  
分園型事業の全般についての実務上の責任者（事業担当責任者）を   

配置し、次の指導項目についてあらかじめ個別指導訓練計画を定め、   
児童の社会的自立に向けての生活指導等を行うこと。  

また、夜間において児童だけの生活とならないよう職員の配置を   
考慮すること。   

・自活のための生活指導   

・職業適性を高める指導   

・社会参加のための準備指導   

・学習指導   

・余暇の活用指導  

■1  
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現  行  改  正  後  
の方法等 （略）  

指定施設から、毎年度当初に別紙様式1を参考とした申請書を都道  
府県知事に提出させ、当該施設の年間事業計画及び当該申請事業の内  
容、必要性及び経費等について審査を行い、必要と認めた場合は次に  
より加算すること。  
ア 事業費の限度額  

本事業の実施に要する経費は、一施設当たり年額4，690，000円を限   
度とする。この場合、年度内における各月初日入戸ノし里の、′均が4   
人を下回る場合は、支弁の対象としないこと。  

イ この加算額は5月に支弁する事務費の加算分として支弁するもの  

費
業
る
 
 

業
事
す
 
 

事
本
と
 
 

度
 
 

ア
 
 

限度額  

実施に要する経費は、一施設当たり年額4，680，000円を限  
の
の
 
 。この場合、年度内における各月初日入戸ノし里の、′均が4  

人を下回る場合は、支弁の対象としないこと  
イ
 
 とすること。  

加算額＝分園型事業費加算分保護単価  
（10円未満については四捨五入）  

×その施設の5月初日の定員  
分園型事業費加算分保護単価  

（10円未満については凶捨五入）  

＝1施設当たり年額  
÷その施設の5月初日の定員）  

〔  ⊥
u
T
 
 

2 家族療法事業  
（1）事業の内容等   

ア 実施施設  

この事業は、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設及  
び児童自立支援施設（以下「実施施設」という。）において実施する  
ものとする。   

イ 対象児童及び家族  
この事業の対象者は、次の児童及びその家族とすること。   

（ア）実施施設に措置されている児童とその家族で、施設長が必要と  
認めたものであること。   

（イ）児童相談所、家庭児童相談室、実施施設等に相談があった在宅  
のひきこもり児童等とその家族で、都道府県知事が必要であると  
認めたものであること。   

2 （略）  



改  正  後   

この事業を実施しようとする者は、都道府県知事が定める  
に都道府県知事へ事業実施の申請を行い、次により都道府県  

内
が
 
 

間
事
 
期
知
 
 

各年度ごとに指定するものとする。   
都道府県及び指定都市民生主管部（局）長は、当該年度の4月末  

日までに別添様式4により、この申請及び指定の結果を当局家庭福  
祉課長まで報告すること。  
（ア）当該施設において最低基準が遵守されて  り、かつ、法人及び  お

ー
完
下
 
か
濁
を
 
 
．
 

施設運営が適正に行われている場合に限  
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（イ）指定を受けた施設であっても、やむ  と認められる事由  
る場合は指定を取  が無く、年度途中の実績が本要綱の  要

 
 

り消すこと。   
エ 設備  

必要に応じて、親子相談室、心理治療室、宿泊治療室等の設備を  
盲削ナること。   

オ 事業の実施及び内容  
対象児童等に対し、3か月から6か月を単位とした治療計画をた  

て面接治療、宿泊治療、親子レクリエーション、家庭訪問治療等を  
行うこと。  

（2）加算の方法等  

指定施設から、毎年度当初に別紙様式1を参照とした申請書を都道府   
県知事に提出させ、当該施設の年間事業計画及び当該申請事業の内容、   
必要性及び経費等について審査を行い、必要と認めた場合は次により   
加算すること。  
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本事業の実施に要する経費は、対象児童一人当たり年額99，000円  
を限度とする。   

イ この加算額は5月に支弁する事務費の加算分として支弁するもの  
とすること。  

加算額＝99，000円×その施設の年間対象者数   
り 加算額が年間を通して99，000円に満たない場合は、その満たない  

額とすること。  
4 支出対象経費   4 （略）  

・給料 ・職員手当等 ・  

料費、印刷製本費、修繕費、  
費（通信運搬料。ただし、施  

・
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医療材料費）・役務  
体験事業に限り、社会  

福祉法入会計基準を適用する場合には、通  
び損害保険料とする。）・旅費（交通費）  
原材料費・使用料及び賃借料  

運搬費、広報費、手数料及  
・謝金・備品購入費・  

第4 報告等   
（略）  

第4 報告等  
1本事業の経理は、昭和51年1月31日社施第25号厚生省社会局長・児童   
家庭局長通知「社会福祉施設を経営する社会福祉法人の経理規定準則の  つい 
制定にて」により行う（ただし、社会福祉法入会計基準を適用する   
場合には、当該基準により本事業の経理を行う。）ものであるが、一般事   
翠及び特別草葉ごとの収支の内訳について、補助簿を設けるなど明確に   
区分し、その実態を明らかにしておくこと。  

2 本事業を実施した施設は、翌年度4月末日までに別紙様式   
した事業実績報告書を都道府県知事に提出すること。また、  
実施した施設は、各々、別紙様式3を参考とした児童養護施  
碍訓練事業実施報告書及び別紙様式5を参考とした家族療法   
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現  行  改  正  後  

別表 （略）   

別紙様式1 （略）   

別紙様式2 （略）   
別紙 （略）   

別紙様式3 （略）   
別紙 （略）   

別紙様式4 （略）   
別紙 （略）   

別紙様式5 （略）   
別紙（略）  

別紙様式1 （略）  別紙式 

様2 （略）   
別紙 （略）   

別紙様式3 （略）   
別紙 （略）   

別紙様式4 （略）   
別紙 （略）   

別紙様式5 （略）   
別紙（略）   

別添  

1延長保育実施保育所及び延長保育自主事業実施保育所  
（平成19年11月30日雇児発第1130001号本職通知「次世代  

別添 （略）  
育
 
 

策
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対
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援
合
い
 
 

支
適
て
 
 

成
に
し
 
 

交付金の交付対象事業及び評価基準について」に定める要件  
もの及びこれと同等の要件を満たして自主事業として実施  
の。）  

醐
服
紫
蘭
 
 

保
 
進
業
る
自
 
 

2 一時保育促進事業実施保育所及び一時保育自主事業実施   
第247号本職通知「保育対策等  促

享
け
て
 
 

施
年
児
し
 
 

実
（
象
と
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1
 
 

2
9
る
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め
を
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（平成12年3  の
月
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定
業
い
 
 

に
事
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」
ら
以
 
て
か
人
 
 

い
初
1
 
 

つ
当
が
 
 

に
度
量
 
 

．4月又は5月）に  
と同等の要件を満た  

お
し
 
 

て実施してし  るもの。）  

3 病児・痛後児保育事業実施保育所及び病児・病後児保育自主事業実施   
保育所   

（平成12年3月29日児発第247号本職通知「保育対策等促進事業の実施   
について」に定める要件に適合するもの及びこれと同等の要件を満たし   
て自主事業として実施しているもの。）  

4 乳児が3人以上入所している保育所   
（4月及び5月の初日において乳児が3人以上入所していること。）   



ヒについての  における  

改  正  後  
第0612014号の4  雇児発第0612014号の4  

平成20年6月12日  

【一部改正】平成  年  月  日雇児発第  号  

平成20年6月12日  

殿
 
 

事
長
相
 
 

知
市
市
 
 

県
晶
 
 

道
定
 
 

各
 
 

府
都
 
 

都 道 府 県 知 事  
各 指 定 都 市 市 長 殿  

児童相談所設置市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

児童養護施設における医療的支援体制の強化について   

（略）  

所
 
談
 
 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

児童養護施設における医療的支援体制の強化について   

近年、児童相談所において虐待相談対応件数が著しく増加し、児童養護施  
設に入所する子どものうち虐待を受けた児童の割合は約6割となっている。   

また、児童養護施設に入所している児童のうち障害がある児童の割合も増  
加しており、特にADHDなど発達障害を有する児童の割合が増加している。   

こうした児童の増加に伴い児童養護施設における看護師による医療的ケア  
の必要性が高まっていることから、今般、次のとおり実施方法を定め、平成2  
0年4月1日から実施することとしたので、その適正かつ円滑な実施を期され  
たく通知する。   

なお、この通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の  
規定に基づく技術的な助言である。   

1 趣旨  
被虐待児や障害児等継続的な服薬管理などの医療的ケア及び健康管理（以   

下「医療的ケア」という。）の必要な児童に対し、日常生活上の観察や体調   
把握、緊急時の対応などを行い医療的支援体制の強化を図ることを目的と   
する。  

ー1  

1（略）  

（
陥
輩
0
0
）
一
 
 
 



昭  準（  施設において   

かつ、法人及び施設運営  以下「最低基準」という。）が遵守されており  
が適正に行われている場合に限ること。  

辺1施設について、医療的ケアを担当する職員加算は1名分とすること0  

3 医療的ケアを担当する職員   
医療的ケアを担当する職員は看護師とする。  

4 運営の基準  

（1）指定施設  
生管理や継  

4（略）  
児童の日常の健康を把握するとともに、施設申甲衛  

な
 
 

の
続
 
 

管理を必要とする児童のケアについて、医療的ケ 療  医
 
 
 

アを担当する職員をして適切な支援が行われるよう努めること。  
（2）指定施設の長は、最低基準に定める必要な職員定数のほか、医療的ケ   

アを担当する職員を配置するものとする。  

5 医療的ケアを担当する職員の業務内容  
（1）継続的な医療的ケアが必要な障害児等の健康管理、緊急時における対  

応  
（2）医師（又は嘱託医）との連携  
（3）常備薬の管理、与薬  

（4）病欠児、早退児の観察  
（5）入所者の健康管理及び身体発達上の相談への対応  
（6）医療機関への受診及び行事の付添  
（7）入所者の健康上の相談への対応  

（8）感染予防  

（9）緊急時における医療機関との連絡調整  

（10）その他  

5（略）  

6 経費に  て
た
金
る
 
 

い
の
担
よ
 
 

つ
施
負
に
 
 

6（略）  
めの経費については、「児童福祉法による児童入所施設措置  
について」（平成11年4月30日厚生省発児第86号厚生事務次  

ものとする。   

実
庫
）
 
 

の
国
如
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等
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改   正   後   現  行   
別添様式   別添様式   

番  号   番  号   
平成  年  月  日   平成  年  月  日   

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長   厚生労働省雇用均等・児童家庭局長   

都 道 府 県   都 道 府 県 知 事   
指 定 都 市 民生主管部（局）長 ⑳   指 定 都 市 の 市 長  
児童不日談所設置市   児童不日談所設置市の市長   

◎  

平成 年度児童養護施設における医療的ケア担当職員の堕定盤逸について   平成型年度児童養護施設における医療的ケア担当職員の過重について   

標記について、 平成20年6月12日雇児発第0612014号の4厚生労働省雇用均  標記について、平成20年6月12日雇児発第0612014号の4厚生労働省雇用均   
等・児童家庭局長通知の「2 対象施設」に基づき報告する。   等・児童家庭局長通知の「2 対象施設」に基づき協議する。   

1施設名 1施設名 

2設置主体・経営主体 2設置主体・経営主体 

3定員，名暫定定員名 3定員名暫定定員名 

4継続的な医療的ケアが必要な児童数（単なる風邪笠は除く）l名   4継続的な医療的ケアが必要な児童数（単なる風邪は除く） 名   

5 主な疾病（上位3つ）（2）   5 主な疾病（上位3つ）（2）   
（3）   （3）   

6 いちばん重いと思われる疾病 6いちばん重いと思われる疾病 

7院内学級設置の有無有り・無し有りの場合）分校・分教室   7院内学級設置の有無有り・無し有りの場合）分校・分教室   

8 医師（又は嘱託医）との連携状況   8 医師（又は嘱託医）との連携状況   

9 管内における当該施設の位置付け   9 当該施設の管内における位置付け   

l●一っ竺」■ご，二Jヽ＿－   1ト ー′‾＝ら－云こ雛才▼「  1■‾一《一ri■；冨 甘・▲毒■⊂：：議■づすヽ■一・疇！ ，ノ【1 ′ 櫨．占こコ｝ J ・扁● 一丁 



都道府県知事  
各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

年長児童に対する処遇体制の強化について   

（略）  

都道府県知事   

各 指定都市市長 殿  
中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

年長児童に対する処遇体制の強化について   

標記については、平成10年6月25日児発第489号本職通知「児童養護施設に  
おける年長児童に対する処遇体制の強化について」により実施してきたが、  
本年4月より、学習指導の対象施設を拡大したことに伴い、別紙により実施  
することとしたので、管内関係機関に遺漏のないよう御配慮願いたい。   

なお、平成10年6月25日児発第489号本職通知「児童養護施設における年長  
児童に対する処遇体制の強化について」は廃止する。  

別紙   

1 趣旨  
近年の社会経済情勢の変化に伴い、入所児童等の進学への意欲が高まっ   

てきていることから、学習指導の強化を図るものである。  
また、近年、児童養護施設においては虐待、放任された児童等、→人ひ   

とりの児童の態様に応じたきめ細かな処遇を必要とする児童が多くなって  

別紙  1（略）  

きていること  
により情緒を  

特に年長児童に対してスポーツや表現活動を行うこと  
、
さ
 
 

ら
定
 
 

か
安
 
 
 

目
し
 
 

童の自立を支援するものである  

2 事業内容  
（1）学習指導  

中学校に在籍し高校等受験を目指す児童に対し、副教材の準傭及び講   
師による指導等により学習指導を行う。  

（2）（略）  

2 事業内容  
（1）学習指導  

中学生に在籍し高校等受験を目指す児童に対し、副教材の準備及び講   
師による指導等により学習指導を行う。  

（2）特別指導  

各施設に柔道、剣道等の有段者若   
ボーッやダンス、演劇、音楽等の部   
あって、児童の健全な育成に理解と  

ス
で
童
 
0
 
 
 

表
 
 
 
 
巌
 
 

に対し、各種スポーツやダンス等の  

（
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）
 
 
 






